参考
用語解説
（※五十音順）
	用　語
	解　説

	新しい公共
	　教育や子育て、街づくり、防犯や防災、医療や福祉などに、行政だけでなく地域住民や企業等も参加し、多様なサービス提供主体が地域の諸課題に取り組もうという考え方。具体的には、これまで行政が担ってきた業務や行政だけでは実施が困難だった業務を、NPO法人や社会福祉法人、学校法人、公益法人などが積極的に公共的なサービスの提案・提供主体となって、医療、福祉、教育、子育て、文化などの身近な分野で共助の精神で行う仕組み、体制、活動をいう。

	ＮＰＯ
（Non profit Organization）
	　行政､企業とは別に社会的活動を行う非営利の民間組織の略。福祉､まちづくり､男女共同参画､環境など様々な分野で活動を行っている。平成10(1998)年にＮＰＯに法人格を与え､活動を支援するための特定非営利活動促進法（いわゆるＮＰＯ法）が成立。なお、本計画でＮＰＯという場合は、法人格の有無を問わない広い意味でのＮＰＯをさす。

	エンパワーメント
	　個人が社会の一員としての自覚と能力を高め、政治的、経済的、社会的、文化的に力を持った存在になること。

	大阪府女性基金
	　すべての個人が尊重され、性別にとらわれず、男女がともにいきいきと暮らせる社会づくりを進めるため、平成3(1991)年に大阪府が設置。府では、女性基金を活用し、相談・情報･収集提供・啓発講座などの事業を実施するなど、男女共同参画のための様々な施策を展開している。

	オピニオンリーダー
	　集団の意思決定(流行、買物、選挙など）に関して、大きな影響を及ぼす人物。世論形成者をいう。

	苦情処理制度
	　「大阪府男女共同参画推進条例」第12条に基づく制度。第三者的な立場の苦情処理委員が、府の男女共同参画施策若しくは男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情を公正・中立な立場で調査し、必要に応じて知事に意見を述べる制度を設けている。

	グローバル（化）
	  世界規模、地球規模であるさま（～化）

	合計特殊出生率
	15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で、一人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生むとした場合の平均子ども数。

	固定的な性別役割分担
	　男女を問わず個人の能力等によって役割分担をすることが適当であるにも関わらず、「男は仕事・女は家庭」、｢男性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分けること。

	参画
	　単なる「参加」ではなく、より積極的･主体的に意思決定過程に加わり、意見を反映させていくという意味が込められている。

	女子差別撤廃条約
（女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約）
	　昭和54(1979）年に国際連合（国連）の第34回総会で採択された国際条約。社会及び家庭における男女の固定化された役割に基づく偏見や慣習の変更、あらゆる分野において男女が平等な条件で最大限に参加する必要があることなどが盛り込まれている。日本は国籍法の改正や男女雇用機会均等法の制定などの改革を行い、昭和60(1985)年に批准。
　なお、日本は、平成21(2009)年に公表された国連の「女子に対する差別の撤廃に関する委員会」(女子差別撤廃委員会）の最終見解において、民法改正（男女ともに婚姻適齢を18歳に設定することや離婚後の女性の再婚禁止期間の廃止等）や女性の雇用及び政治的・公的活動への参画促進のための暫定的特別措置の実施を要請されるなど多くの課題を指摘されている。


仕事と生活の調和


　

仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自ら希望する

	バランスで展開できる状態のことをいう。平成19(200７)年、政府の関係閣僚、経済界、労働界、地方公共団体の代表等からなる「官民トップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」・「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定し、平成22（2010）年6月には、一層の取組みの決意を表明するため、政労使トップによる合意が結ばれた。
	

	周産期
	　周産期とは妊娠22週から出生後7日未満のことをいう。周産期医療とは周産期に関する医療であり、周産期母子医療センターの整備等により、母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の提供を推進している。

	ストーカー行為
	　「ストーカー行為」とは、恋愛感情などの好意の感情、その感情が満たされなかったことへの怨みなどの感情を充足させる目的で、相手や相手の配偶者･親族などにつきまとい等の行為を繰り返し行うこと。ストーカー事件の多発を受け、平成12(2000)年「ストーカー行為等の規制等に関する法律」が施行された。

	性的指向
	人の恋愛･性愛がいずれかの性別を対象とするかを表すものであり、具体的には、恋愛・性愛の対象が異性に向かう異性愛、同性に向かう同性愛、男女両方に向かう両性愛を指す。

	性同一性障がい
	　平成16(2004)年に施行した｢性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」において、「生物的には性別が明らかであるにもかかわらず、心理的にはそれとは別の性別(以下「他の性別」という。)であるとの持続的な確信を持ち、かつ、自己を身体的及び社会的に他の性別に適合させようとする意思を有する者であって、そのことについてその診断を的確に行うために必要な知識及び経験を有する二人以上の医師の一般に認められている医学的知見に基づき行う診断が一致しているもの」と定義されている。同法の施行により、戸籍の性別変更が認められることとなった。

	セーフティネット
	　直訳すると「安全網」。網の目のように救済策を張ることで、全体に対して安全や安心を提供するための仕組みのこと。

	セクシュアル・ハラスメント
（性的嫌がらせ）
	職　職場や学校などで相手の意に反した性的な発言や行動を行い、周囲に不快感を与えることをいう。
職場では、相手の意に反した性的な性質の言動を行い、それに対する対応によって仕事を遂行するうえで、一定の不利益を与えたり、それを繰り返すことによって就業環境を著しく悪化させることをいう。また、学校では、相手の意に反した性的な言動を行うことにより、学習意欲の低下や喪失を招くなど、学校生活を送る上で不利益を与えたり、学習環境を悪化させることをいう。

	相対的貧困率
	　等価可処分所得(世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分に満たない世帯員の割合を算出したもの。なお、絶対的な貧困水準を表すものではなく、所得の中央値の半分を下回る所得しか得ていない者の割合を示す相対的な指標であり、預貯金や不動産等の資産は考慮していない。

	第３次男女共同参画基本計画
	　男女共同参画社会基本法に基づき政府が策定した基本計画で、平成22(2010）年7月、「男女共同参画会議」の答申を踏まえ、同年12月17日閣議決定された。第1次計画（平成12（2000）年）、第2次計画(平成17（2005）年）に続く第3次の計画で、15の重点分野を設定。

	待機児童
	　保護者が働いているなどの理由により認可保育所への入所を希望し、入所要件に該当しているが、定員に空きがない等の理由で、認可保育所に入所できないでいる児童。

	ダイバーシティ(ダイバーシティ社会）
	　「多様性」のこと。性別や国籍、年齢などに関わりなく、多様な個性が力を発揮し、共存できる社会のことをダイバーシティ社会という。

	多文化共生
	　国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。

	男女共同参画社会基本法
	男女共同参画社会の実現を21世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、男女共同参画社会の基本的な考え方とともに、国や地方自治体と国民などそれぞれの役割と責任を定めた法律で、平成11(1999)年に公布・施行。

	地域力の再生
	　都市化、核家族化の進展などに伴う価値観の多様化で、これまで地域を支えてきたコミュニティが弱体化する一方で、急速に進む少子・高齢化、都市環境の変化により地域課題は増大し、地域特性に応じて多様化しているといったことから、失われつつある地域力〔＝地域の課題（例えば子どもの安全対策や地域の福祉の互助的な活動など）を地域住民が協働で解決していく力〕を再生することが必要とされ、各地で多様な取組みが進められている。

	配偶者等からの暴力（ＤＶ（ドメスティック･バイオレンス））
	　夫婦や恋人など親しい人間関係の中で起こる暴力。身体的暴力だけでなく、精神的、性的、経済的な暴力なども含まれる。その中でも恋人同士の間で起こる暴力を「デートＤＶ」とよんでいる。
※「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成26年1月3日改正）第１条第1項に定める「配偶者からの暴力」の「配偶者」には、事実婚を含むほか、配偶者から暴力を受けたあとに離婚（事実婚であった者が、事実上離婚したと同様の状態を含む。）をし、引き続き暴力等を受けた者、並びに、生活の本拠を共にする交際相手や生活の本拠を共にする交際相手からの暴力を受けたあとに関係を解消し、引き続き暴力を受けた元交際相手は含むが、生活の本拠を共にしない交際相手は含まない。

「配偶者からの暴力」は、身体的暴力のみならず、精神的・性的暴力も含まれる。

	トラフィッキング（人身売買）禁止条約
	正式名称「人身売買及び他人の売春からの搾取の禁止に関する条約」。昭和24(1949)年、国連第４回総会で採択された。日本では昭和33(1958)年、国会で承認された。　

	ＰＤＣＡサイクル
	　計画（Ｐｌａｎ）を実行（Ｄｏ）し、評価（Ｃｈｅｃｋ）して、改善（Ａｃｔｉｏｎ）に結びつけ、その結果を次に生かすプロセスのことで、このプロセスを継続することによってより良い成果を上げることが期待できる。

	メディア・リテラシー
	メディアの情報を主体的に読み解く能力、メディアにアクセスし、活用する能力、メディアを通じコミュニケーションする能力の３つを構成要素とする複合的な能力のこと。

	ＵＮ　Ｗｏｍｅｎ
	ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関。国連にある女性関連の4機関（女性の地位向上部（DAW）、国際女性調査訓練研修所（INSTRAW）、ジェンダー問題と女性の地位向上に関する事務総長特別顧問室（OSAGI）、国連女性開発基金（UNIFEM））を統合して設置された男女平等と女性の社会的地位強化のための国連機関。平成23（2011）年1月から活動を開始。日本事務所が堺市に設置されている。※ジェンダー：「社会的・文化的に形成された性別」のこと。

	労働力人口
	　15歳以上人口のうち、従業者(調査期間中に収入を伴う仕事を1時間以上した者）と休業者(仕事をもちながら調査期間中は病気や休暇などのために仕事をしなかった者）を合わせた「就業者」と、｢完全失業者」(仕事をしておらず、仕事があればすぐ就くことができる者で仕事を探す活動をしていた者）の合計。



